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公正取引委員会による勧告について 

 

 

 本日、当社は公正取引委員会から、消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁

を阻害する行為の是正等に関する特別措置法（以下「消費税転嫁対策特別措置法」）に基づく勧告

を受けましたので、下記のとおりお知らせ致します。 

 

今回の勧告は、消費税転嫁対策特別措置法第３条第１号後段の規定に違反する行為が認められ

たとして、同法第６条第１項の規定に基づく勧告となります。行為の内容は、当社と請負契約を

締結し、足場の施工作業を行う施工スタッフに対して、作業の対価となる一部の支払単価につい

て、過去二回の消費税増税（平成 26 年４月１日及び令和元年 10 月１日）の際、小数点以下を切

上げるところ、切下げた単価で支払っていたことであります。 

 

本件の原因は、当社における消費税転嫁対策特別措置法及びガイドラインに対する理解が十分

でなかったことにあり、対象となる施工スタッフの皆さまをはじめ、ご関係の皆さまに、ご迷惑

とご心配をおかけしましたことを深くお詫び申し上げます。 

 

なお、当社は、対象となる支払単価について、すでに適正な支払単価にて運用すると共に、本

勧告を受け、平成 26 年４月１日以降の一部の支払単価を適正な単価に修正した差額については、

対象となる施工スタッフに対し、順次お支払いさせていただく予定です。 

 

 当社といたしましては、今回の勧告を真摯に受け止め、社内周知を図り、法務対応力の強化に

取り組んでまいります。 

 

 

以上 


